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中期目標期間終了時の検討及び措置（案）について 

１．根拠法令 

地方独立行政法人法（平成 30年 4月 1日改正法施行） 

（中期目標の期間の終了時の検討） 

第３０条 設立団体の長は、第２８条第１項第２号に規定する中期目標の期間の終了

時に見込まれる中期目標の期間における業務の実績に関する評価を行ったときは、

中期目標の期間の終了時までに、当該地方独立行政法人の業務の継続又は組織の存

続の必要性 その他その業務及び組織の全般にわたる検討を行い、その結果に基づ

き、業務の廃止若しくは移管又は組織の廃止その他の所要の措置を講ずるものとす

る。 

２ 設立団体の長は、前項の規定による検討を行うに当たっては、評価委員会の意見

を聴かなければならない。 

３ 設立団体の長は、第 1項の検討の結果及び同項の規程により講ずる措置の内容を

公表しなければならない。 

 

２．中期目標の期間の終了時の検討及び措置（案） 

桑名市総合医療センターは、平成30年４月１日に新病院を開院し、地域の中核病院

として高度で専門的な医療機能を発揮するとともに、地域医療機関との連携推進に努

めてきた。第３期中期目標期間の年度ごとの業務実績においては、「中期計画の達成

に向け、おおむね計画どおりに進んでいる」と評価されている。今後においても、地

方独立行政法人制度の特徴である自律性・機動性・透明性を最大限生かすことで、業

務運営の効率化を図りながら、安定した経営基盤を確立し、将来にわたり持続可能な

地域医療体制の確保に努める責務がある。 

これらのことから、総合医療センターの業務の継続又は組織の存続の必要性につい

ては、引き続き、地方独立行政法人の形態で引き続き業務を行うことが適当と考える。 

また、その他その業務及び組織の業務の全般については、これまでの評価委員会に

おいてご議論やご意見等をいただいているところである。これを踏まえて、今後の総

合医療センターの方向性や求められる業務内容を明らかにし、次期中期目標を策定す

ることをもって当該検討を行い、総合医療センターに指示することをもって所要の措

置を講ずることとする。 
 

検討項目 検討内容及び措置 

業務の継続又は 

組織の存続の必要性 

地方独立行政法人の形態で引き続き業務を行う。 

その他その業務及び 

組織の業務の全般 

これまでの議論を踏まえた内容を反映させた、次期 

中期目標を策定し、総合医療センターに指示する。 
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